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撤退済み／撤退を決定 全面的な事業（操業）停止（一時的な停止を含む）
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その他

※前回調査（2022年8月）の構成比率は、小数第2位を四捨五入しているため合計が100%にならない。

（出所）ジェトロ「ロシア・ウクライナ情勢下におけるロシア進出日系企業アンケート調査結果 （2023年1月）」
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（出所）ジェトロ「ロシア・ウクライナ情勢下におけるロシア進出日系企業アンケート調査結果 （2023年1月）」
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（出所）ジェトロ「ロシア・ウクライナ情勢下におけるロシア進出日系企業アンケート調査結果 （2023年1月）」
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